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輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスターの形成（Ⅲ） 
－釜山の事例－ 
 
 
 
李 瑞雪 
金 艶華 
 
要旨 
本研究ノートは、釜山地域の物流産業集積に関するケーススタディである。同地域の港湾インフラ整備、
物流団地造成、航路網拡大、物流企業誘致、物流産業振興のための優遇政策、域内産業の物流需要など
を詳細に記述するとともに、イノベーションの観点から、釜山新港背後物流団地の入居企業が手掛けて
いるロジスティクス・サービスを考察した。釜山のケーススタディによって、先行研究で示されたロジ
スティクス・クラスター形成メカニズムの推論に対して、理論と事実の両面からリプリケーションを行
い、輸送ノードを中核とするロジスティクス・クラスターの形成に影響を及ぼす諸要素を考察した。 
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Abstract 
This research note is a case study focusing on the logistics cluster in Busan, Korea. Each aspect of the Busan 
logistics cluster is described, including infrastructure construction, logistics parks, transportation lines, attraction of 
logistics companies, preferential treatments for logistics companies, and demand for logistics services. Several new 
types of logistics services provided by logistics companies located inside the logistics park of the Busan New Port 
are also examined from an innovation perspective. This case study is a replication of the propositions posited in 
previous studies, wherein the main factors of the relationship between transportation node development and 
logistics cluster formation are indicated. 
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1. はじめに 
 
本稿では釜山港の事例を取り上げて、輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスタ
ーとの関係性について考察する。李（2014, 2016）では、中国の昆明・重慶と日本の福岡・
北九州・鳥栖における物流集積の実態を記述した。本稿はこうした既存研究と同列にあり、
輸送ノードを中核とするロジスティクス・クラスターの生成・発展のメカニズムの解明を
目的とした研究の一環として位置付けられる。 
釜山港は 1990 年代後半から北東アジアのハブ港に成長し、世界的に注目を集めてきた。 
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とりわけ、97 年以降、韓国政府は「物流富国」政策を掲げ、釜山の港湾整備や物流団地造
成に 200 億米ドル以上を投資してきた。その結果、釜山港は世界的にも有数のスーパー港
湾にランクインし、世界基幹航路の北東アジアにおけるハブ港としての地位を確立してい
る。2015 年の港湾のコンテナ取扱量で世界第 6 位、トランシップのコンテナ取扱量ではシ
ンガポールと香港に次ぐ 3 位となっている。 
韓国政府は、釜山新港の近隣背後地に大型物流団地を整備して物流企業の進出を積極的
に誘致するなど、国際物流産業を釜山地域の基幹産業に育成する戦略を採ってきた。既に
68 社が釜山新港背後物流団地内で設立されており、その殆どが操業を開始している。これ
らの企業に出資している韓国系物流企業は 110 社、外資系物流企業は 94 社にのぼる。団
地に入居している物流企業は、年間 32 万 TEU（twenty-foot equivalent unit、20 フィートコ
ンテナ換算）以上の取扱貨物の創出に貢献していると試算されている1。釜山港と背後地の
物流団地をベースに、ロジスティクス・クラスターが形成されつつあると認識できる。 
李（2014）では、重慶と昆明の事例に基づいて、ロジスティクス・クラスター形成の規
定要因が以下のような 3 つの組み合わせにあるという帰納的推論を示した。第 1 は、地域
や産業界の物流需要による中核的輸送サービス創設への要請というプルの力と、政府によ
るノード整備や制度整備というプッシュの力との組み合わせである。これによって、ロジ
スティクス・クラスターの物的基盤、制度的基盤、ビジネス基盤が形成される。 
第 2 は、ベースカーゴを提供するコア・ユーザーと多数の中小零細ユーザーの組み合わ
せである。この種の組み合わせによって、中核的輸送サービスが定着し、さらに多くのユ
ーザーを吸引する。第 3 は、ロジスティクス・サービスの互換性・標準化とロジスティク
ス・サービスの多様性との組み合わせで、これによってクラスターの柔軟性の形成と健全
な発展がもたらされ、「集積が集積を呼ぶ」という好循環が生まれる。 
本稿で取り上げる釜山の事例は、李（2014）の推論の検証と修正、拡張に貢献する可能
性を有する。そういう意味では、本事例は、ロジスティクス・クラスター形成メカニズム
研究の理論的サンプルとして、ロジスティクス・クラスターを戦略的に創成するという課
題に対して実証的な示唆を与えるものと考えられる。 
筆者らは 2016 年 5 月 15 日から 5 月 19 日まで釜山で現地調査を実施し、釜山港湾公社、
釜山港をベースにしている船会社、釜山新港背後物流団地（Distripark at Busan port）の入
居企業、釜山港国際船舶用品流通センター、韓国海洋大学の関係者へのインタビューと、
実地観察を行った。本稿では、この一連の調査で発見した事実について記述する。 
本稿は以下の構成となっている。まず次節では、釜山港湾および背後物流団地の実態や
韓国政府の関連政策などをレビューするとともに、釜山港整備に影響を及ぼす諸要素を検
討する。続く第 3 節では、釜山港に寄港する主要航路を概観し、充実したフィーダー・サ
ービス網を構築し競争力を高めつつある船会社と、日韓フェリーの運営船会社の事例を記
述する。第 4 節では、ロジスティクス・サービスのイノベーションという観点に立脚しな
がら、物流団地入居企業の展開している代表的なビジネスモデルを考察する。第 5 節では、
釜山のロジスティクス・クラスターが直面する課題について分析を加える。最後に、李
（2014）の仮説に照らしながら、ロジスティクス・クラスター形成メカニズムの理論構築
にとっての釜山事例の意味に言及して本稿を締め括る。 
                                                        
1 釜山港湾公社（BPA）の提供資料より引用。 
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2． 釜山港および背後物流団地の整備 
 
2.1 釜山港の概要 
韓国は 3 面が海に囲まれているため、港湾と海運が重要な産業になっている。1876 年に
開港した釜山港は朝鮮半島の南東端に位置し、韓国最大のコンテナ港湾である。ここ 20
年あまり釜山港のコンテナ取扱量は増加し続けており、2015 年には 1,946 万 TEU にのぼ
り韓国全体の年間コンテナ取扱量の 76％を占める。そのうち、輸出入貨物とトランシップ
貨物はそれぞれ 49％、51％を占める。 
釜山港は北港（North Port）、甘川港（Gamcheon Port）、新港（New Port）という 3 つの港
湾から構成されている。コンテナ貨物を取り扱っている港湾は北港と新港で、甘川港は主
に一般貨物、冷凍・冷蔵食品、魚類などバルク貨物を取り扱っている。北港には子城台
（Jaseongdae Pier）、神仙台（Shinseondae Pier）、戡蛮（Gamman Pier）、新戡蛮（Singamman 
Pier）の 4 つのコンテナターミナルがあり、新港には新港第 1 埠頭（New Pier 1）から第 5
埠頭まで計 5 つのコンテナターミナルが稼働している2。2015 年のコンテナ取扱実績では、
北港は 659 万 TEU と釜山港全体の 34％、新港は 1,287 万 TEU と全体の 66％を占めた。 
釜山港は北東アジアのほぼ真ん中に位置し、3 時間飛行距離圏内に人口 100 万以上の都
市を約 60 も擁している。北東アジアには世界 GDP の約 20％、世界人口の 25％、世界貿
易の約 20％が集中しており、2020 年には世界貿易量の 3 分の 1 を占めると予想されてい
る。巨大な経済規模と活発な貿易活動があるこの地域の中央に位置する釜山港は、港湾事
業の展開において地理的優位性を持っていると言える。 
釜山港は山と島に囲まれているため、港内水面が穏やかである。満潮と落潮の水位格差
は小さく、濃霧や台風、地震などの自然災害による影響も軽微である。こうした好条件に
よって、釜山港は 365 日 24 時間のフル稼働が可能となっている。2015 年に上海の洋山港
は 28 日間（687 時間）、寧波は 24 日間（580 時間）休港したのに対して、釜山港の休港は
半日程度（14 時間）に過ぎなかった。自然災害が少ない環境に恵まれており、安定的な港
湾サービスを提供できることは、世界の多数の海運会社が釜山港を利用する重要な理由の
1 つになっている。 
釜山広域市およびその周辺地域における産業構造の特徴と変化は、港湾物流サービスの
需要拡大を生み出している。釜山広域市はかつては靴や繊維といった軽工業が盛んであっ
たが、1999 年以降、自動車部品、船舶用機材、港湾物流、観光、金融、IT 産業などの 10
大戦略産業の育成計画を立てて推進してきた。その結果、釜山広域市の産業構造が軽工業
中心から重工業中心に移行するとともに、港湾物流産業も大きく発展し、当該地域の基幹
産業となった3。 
また、釜山広域市の周辺においても、昌原の電子および機械産業、巨済の造船産業、蔚
山の自動車および造船資機材産業など、韓国の製造業をリードする産業クラスターが形成
されつつある。産業規模から見ると、韓国の 9 割以上の造船業と 4 割以上の機械産業、そ
して 5 割以上の自動車産業は釜山を中心とする地域に集中するため、膨大な貨物輸送のニ
                                                        
2 北港の牛岩埠頭（Uam Pier）は、2015 年 4 月から、従来のコンテナターミナルから一般のターミナルに
機能転換した。釜山港湾公社のホームページより。 
3 釜山広域市のホームページより。 
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ーズをもたらしている（図 1）。このことは、釜山港の貨物取扱量の拡大と安定的な港湾運
営に大きく寄与している。 
 
図1 釜山地域の産業分布 
 
（出所）釜山港湾公社の提供資料より引用。 
 
韓国政府は 2003 年に釜山広域市と隣の鎮海市を含む 51.2 ㎢のエリアを経済自由区に指
定した。現在この地域は、釜山鎮海経済自由区（BUSAN-JINHAE FREE ECONOMIC ZONE, 
BJFEZ と略）と呼ばれている。BJFEZ は 5 つの地域に分けられ、地域ごとに異なる産業の
誘致と発展を図っている。新港湾地域では港湾および物流、熊東地域では観光・レジャー
産業、頭洞地域では部品産業、智士地域では知識基盤産業の集積が進んでいる。鳴旨地域
は、国際ビジネス都市を目指して様々な優遇政策を取り入れている（図 2）。 
 
図2 BJFEZ（釜山鎮海経済自由区域）の配置図 
 
（出所）釜山港湾公社の社内資料より引用。 
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経済自由区指定とともに、韓国政府の一連の港湾事業促進政策もまた、釜山港の規模拡
大に多大な影響を与えている。後述するように、韓国政府は釜山新港の背後物流団地を自
由貿易地域（Free Trade Zones, 以下 FTZ と略）に指定し、低廉な賃貸料と多様な税制優遇
措置を設けて積極的に国内外の企業を誘致している。その結果、韓国企業のみではなく、
数多くの海外有力企業も釜山新港の背後物流団地に入居し、釜山港の貨物取扱量の拡大に
貢献している。 
以上のように、釜山港は地理的な優位性、恵まれた自然条件、釜山地域の産業構造の変
化、多様な優遇政策などのメリットから、北東アジアのハブ港湾として成長する条件を備
えている。 
 
2.2 釜山港の整備 
釜山港は天恵の港湾条件と韓国政府の港湾振興政策などにより北東アジアのハブ港湾
の地位を確立した後も、巨大な工業生産能力と消費市場を擁する中国をはじめとして、ア
ジア諸国の経済成長に伴う海上コンテナ貨物量の増加に対応するために、壮大な規模の港
湾整備を行ってきた。現在も、中国や日本の主要港湾との競争が激化する中で、さらなる
整備計画を推し進めている。 
韓国政府は 1990 年代に、釜山港のキャパシティを増強するために、従来の北港から西
に約 25km離れたところにある加徳島（Gadeok Is.）で大規模な釜山新港の建設に着工した。
北港は水深が 15m で、年間 600 万 TEU 以上の貨物処理能力を持つが、コンテナ船の大型
化の進展とアジアにおける海上コンテナ貨物量の増加に対応しきれなくなっていたため
である。 
北港に関しては、老朽化した一部のターミナルを廃止し、国際海洋観光の拠点として開
発されることになっている。北港の再開発対象は釜山駅に近隣する地域で、一部の複合港
湾地区以外に、商業地区、海洋文化地区、新国際旅客ターミナルが建設される計画である。
再開発の面積は 153 万 2,419 ㎡、総事業費は 85 億米ドル、開発期間は 2008 年から 2019 年
までとされている。新国際旅客ターミナルは既に 2015 年 8 月末から稼働している。他の
地区の工事は進行中である。 
新港の整備投資総額は 120 億米ドルで、1997 年から 2020 年まで 3 期にわたって計 45 バ
ースのターミナルを造成する計画である。当初の開発計画期間は 1997 年から 2011 年まで
の 2 期のみであったが、2010 年以降、2020 年までの第 3 期工事を新たに追加した。韓国
海洋水産部と釜山港湾公社は、貨物量が今後も増加傾向にあり、より大規模なキャパシテ
ィが必要になると判断して 3 期目の開発計画を立案したという。 
1 期目と 2 期目を合わせて、計 29 バースのコンテナターミナルと 2 バースのその他ター
ミナルが新設される。具体的には北コンテナターミナルに 13 バース、南コンテナターミ
ナルに 11 バース、西コンテナターミナルに 5 バース、RORO ターミナル 1 バースと多目
的ターミナル 1 バースなどである。3 期目においては、コンテナターミナルとバルク貨物
用ターミナルを含めて、14 バースが建設される予定である。このように、2020 年までに、
釜山新港には合計でコンテナターミナル 40 バースと、その他（多目的）ターミナル 5 バ
ース、計 45 バースが造成される計画である（図 3）。 
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図3 釜山新港の開発計画（1～3期） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）釜山港湾公社の社内資料をもとに筆者ら作成。 
 
1 期と 2 期で計画されている 31 バースのうち、コンテナターミナル 21 バースと、多目
的ターミナル 2 バース、計 23 バースは既に稼働している。23 バースの中の 10 バースは民
間資本によって開発された。2 期目のまだ完成していない 8 バースのうち、南コンテナタ
ーミナルの 3 バースも民間資本を活用して開発することが決まっており、現在は建設中で
ある。西コンテナターミナルの 5 バースは釜山港湾公社が開発を担当し、2020 年までに完
成する予定である。新港の整備計画がすべて完了すれば、新港だけで 2,200 万 TEU 以上の
コンテナ取扱能力を持つようになる（表 1、図 3）。 
新港の岸壁水深は 16m～18m と深く、最大 1 万 8,000TEU の超大型船の寄港が可能であ
る。2006 年稼働開始当初から、1 万 TEU 級以上の超大型コンテナ船が接岸している。そ
のほかに、新港は自動化ゲートシステムを装備しており、年中無休でヤード・オペレーシ
ョンを行っている。さらに 40 フィートコンテナ 2 個を同時に処理するタンデムクレーン
など、最先端の荷役装備を導入して港湾作業の生産性の向上を図っている4。 
 
2.3 新港の背後物流団地の整備 
韓国政府は釜山新港の整備に合わせて、新港の近隣背後地に大規模な物流団地を造成し
て国内外の有力企業を積極的に誘致している。背後物流団地に入居可能な企業は、荷役業、
運送業、保管業、展示業、複合物流関連産業、国際物流企業と製造業が含まれる。背後物
流団地は各コンテナターミナルのすぐ後背に造成されているため、それぞれ北コンテナ埠
頭背後団地、南コンテナ埠頭背後団地、西コンテナ埠頭背後団地、熊東背後団地と呼ばれ
る（図 4）。総面積は 944 万㎡にのぼる計画である。そのうち 419 万㎡は既に分譲が完了し、
主に物流企業が入居している。残りの 525 ㎡は段階的に分譲し、2017 年末には西コンテナ
背後団地の 47 万㎡を、そして 2020 年には南コンテナ背後団地の 144 万㎡を分譲する計画
である（表 2）。 
                                                        
4 釜山港湾公社のホームページより。 
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表1 釜山新港ターミナルの開発計画と稼働状況 
ターミナル 期 バース 稼働開始 開発者 
北コンテナターミナル 1-1 期 3 2006 年 BPA 
1-1 期 3 2006 年 民間企業 
1-2 期 3 2009 年 民間企業 
2-1 期 4 2009 年 BPA 
その他 RORO ターミナル 1 2008 年 BPA 
多目的ターミナル 1 2008 年 BPA 
南コンテナターミナル 2-2 期 4 2009 年 BPA 
2-3 期 4 2011 年 民間企業 
2-4 期 3 2021 年（予定） 民間企業 
多目的ターミナル 2 未定 未定 
西コンテナターミナル 2-5 期 3 2020 年（予定） BPA 
2-6 期 2 2020 年（予定） BPA 
フィーダーターミナル 4 未定 未定 
3 期目開発地区 東コンテナターミナル 5 未定 未定 
一般貨物ターミナル 1 未定 未定 
多目的ターミナル 1 未定 未定 
穀物専用ターミナル 1 未定 未定 
合計 45 バース 
（内コンテナターミナル 40 バース） 
（出所）釜山港湾公社の社内資料をもとに筆者ら作成。 
 
図4 新港背後物流団地の配置図 
 
（出所）釜山港湾公社のオフィシャルサイトをもとに筆者ら作成。 
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表2 新港背後団地の開発計画および現況（2015年3月末現在） 
区分 
面積（万㎡） 
計画 現況 2017 年末以降 
北側 222 万 170 未定 
熊東 361 万 249 未定 
西側 217 万 ― 47 万（2017 年末分譲予定） 
南側 144 万 ― 144 万（2020 年分譲予定） 
合計 944 万 419  
（出所）釜山港湾公社の社内資料をもとに筆者ら作成。 
新港の背後物流団地に国内外の有力な企業を誘致するために、韓国政府は 2003 年 10 月
に釜山新港とその背後物流団地を FTZ に認定した5。これにより、物流団地に入居した国
内外の企業は、関税と付加価値税の免除や無期限の保税保管などの優遇措置を受け、自由
な貿易活動の恩恵を享受している。さらに、FTZ は、仕分け、組立、加工、ラベリング、
検品などの付加価値サービスを展開するためにも好条件な立地になっている。また、外資
系企業を誘致するために、外資側の投資金額に応じて法人税・所得税、取得税・登録税、
財産税などに対して様々なインセンティブを与えている。 
そのほかに、新港の背後物流団地の入居者には、非常に低廉な賃貸料で用地が提供されて
いる。団地内の基本賃貸料は 1 ㎡ごとに月 482 ウォン（約 48 円）で、外資系物流企業に対し
ては 321 ウォン（約 32 円）とさらに低い料率で提供している。適用期間は最初の 3 年間で、
4 年目以降は韓国の国有財産法に基づいて、公示地価×50/1,000 で計算するという（表 3）。 
表3 釜山新港背後物流団地の優遇措置 
税制 
法人税 
所得税 
物流業：外資金額が 500 万米ドル以上 
製造業：外資金額が 1,000 万米ドル以上 
最初の 3 年間 100％、以降 2
年間 50％ 
取得税 
登録税 
外国投資企業の投資率による 
15 年間 100％免税 
財産税 
7 年間 100％免税、以降 3 年間
50％減免 
関税 ― 免除・還付 
付加価値税 ― 付加価値税のゼロ税率適用 
賃貸料 
基本賃貸料 
「自由貿易地域法」第 10 条に基づく入居業種を
営む企業（優遇賃貸料の適用対象を除く） 
月 482 ウォン/㎡ 
適用期間：3 年 
優遇賃貸料 物流を営む企業/外資系企業 
月 321 ウォン/㎡ 
適用期間：3 年 
賃貸料 入居企業中、当初の目的を果たさなかった企業
公示地価×50/1,000（国有財産
法—年間） 
外資企業賃貸料
外資金額が 500 万米ドル以上 3 年間 50％減免 
外資金額が 1,000 万米ドル以上 5 年間 50％減免 
（出所）釜山港湾公社の社内資料より引用。
                                                        
5 国際港湾や国際空港とそれらの近隣エリアが FTZ に指定されることが多い。FTZ 内では、禁制品以外
の商品を無関税で輸入できる。韓国では 4 ヵ所の自由貿易港湾と、1 ヵ所の自由貿易空港がある。即ち、
釜山新港（Busan New Port）、光陽港（Gwangyang Port）、仁川港（ Incheon Port）、平澤 ·唐津港
（Pyeongtaek-Dangjin Port）の 4 港湾と仁川空港である。釜山港湾公社の社内資料より。 
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釜山港および背後物流団地の運営と管理や入居者の選定などは、すべて釜山港湾公社が
担当している6。新港の背後物流団地に優良企業を入居させるために、入札方式で入居者を
選定している。 
外資系企業の入居を誘致するために、外資の比率も評価基準に取り入れている。入居申
請者の海外企業の出資比率が 10%以上の場合、外資比率に応じて、相応の点数を加算する
仕組みであるという。韓国企業は単独申請した場合、かなり不利になるため、海外企業と
の提携や合弁による進出が促進されることになる。外資企業にとっても単独進出よりも、
現地企業とコンソーシアムを組むことで、豊富な情報の獲得、良質の従業員の確保など、
様々なメリットが受けられる。 
釜山港湾公社は新港の背後物流団地の安定的な運営と持続的な発展を図るために、入居
企業の質を重視している。応札企業に事業計画書の提出を義務付けており、計画書通りに
稼働できなかった入居企業に対しては、優遇賃貸料より高い、国土交通部が公示した地価
の 5％に相当する賃貸料を支払うように要求する。このようなペナルティ賃貸料を支払っ
た入居企業は今まで 3 社ほどあったという。こうして、誘致の際に厳しい入札評価基準を
設定するとともに、入居企業の事業展開状況に関してもチェックしながら、団地内に優良
な企業が集積してくることを狙っている。 
こうした一連の政策は功を奏している。背後物流団地の入居企業は既に 68 社を数え、
供用中の土地はほぼ埋まっている状態である。入居法人に出資している韓国系物流企業は
110 社、外資系物流企業は 94 社にのぼる。日本通運や三井倉庫など、多くの日本の大手物
流企業もその中に含まれている。68 社の入居法人のうち、2015 年 3 月の時点で 58 社が操
業しており、2015 年の団地の貨物取扱創出総量は 32 万 TEU 以上に達したと推定されてい
る（表 4）。 
表4 新港背後団地の開発計画および現況（2015年3月末現在） 
区分 入居企業数 
コンソーシアム構成 
運営企業数 
取扱量創出
（TEU） 韓国企業 外国企業 
北側 30 47 49 30 243,638 
熊東 38 63 45 28 80,316 
西側 2018 年に完成予定 ― ― ― ― 
南側 2021 年に完成予定 ― ― ― ― 
合計 68 110 94 58 323,954 
（出所）釜山港湾公社の社内資料より引用。 
 
3. 海上輸送サービス網の拡大 
 
北東アジアのハブ港湾になっている釜山港は、北米航路、欧州航路を中心に、世界約 100
ヵ国・地域の約 500 港湾と繋がっており、週に 455 便のコンテナ定期サービスを提供して
いる（2016 年）。週当たり計 97.5 便と充実したネットワークが発達している北米と欧州の
                                                        
6 釜山港湾公社（BPA）は 2004 年に設立された 100％国営企業で、釜山港の開発と管理・運営を担当して
いる。 
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2 大基幹航路に加えて、中国、日本、東南アジアに連結する高頻度のフィーダー・サービ
ス網を構築している。具体的には中国航路は週に 62.5 便、日本航路は週に 79 便、東南ア
ジア航路は週に 105 便となっている（図 5）7。とりわけ、韓国系船会社は、釜山港と連結
するアジア域内フィーダー・サービスの拡大を積極的に手掛けている。以下、高麗海運と
興亜海運の事例を紹介する。 
図5 釜山港の充実したフィーダーネットワーク（2016年） 
 
（出所）釜山港湾公社の社内資料より引用。 
 
【充実したフィーダー航路網の構築：高麗海運の事例】 
高麗海運（KMTC）は、フィーダー・サービスを主力事業とする韓国の海運会社である。
現在 55 隻のコンテナ船を保有しており、最大船型は 7,000TEU 積みの船である。同社は現
在 80 航路を運航しているが、北米航路や欧州航路などの基幹航路サービスを手掛けない
一方で、釜山新港を拠点にして、日本、中国と東南アジアを中心に数多くのアジア域内航
路に船舶を投入している。 
同社は日本、中国、東南アジア、中東、インドに結ぶ 5 つのアジア域内航路の中でとり
わけ力を入れているのが、東南アジア航路である。同社は 1972 年に東南アジア航路のサ
ービスを開始して以来、ベトナム、インドネシア、シンガポール、マレーシアなど東南ア
ジアのほぼ全域を網羅するネットワークを構築してきた。日本とは、北海道から九州まで
約 40 港湾と繋がっており、中国とは上海、寧波、大連、青島など中国の主要港湾と結ぶ
航路を開通している。 
売上高の構成比を見ると、一番大きい割合を占めているのが東南アジアで、全体の 60％
を占める。日本航路と中国航路（日－韓－中含む）はほぼ 10％ずつを占めている。中東航
路とインド航路はいずれも 10％未満であるが、2006 年に開設したロシア航路と合わせて
20％の売上に貢献している。 
                                                        
7 釜山港湾公社の社内資料より。 
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高麗海運は今後も米州航路と欧州航路には進出せず、アジア域内航路とフィーダー・サ
ービスに特化していく方針である。2015 年にはドバイ航路を追加し、同年にインド航路も
新規開通した。 
 
【日本の地方港とアジアを結ぶ航路網の構築：興亜海運の事例】 
興亜海運は、日本と韓国間の海運サービスを主力事業とする韓国の海運会社である。同
社のコンテナ定期サービスは 1973 年に始まったが、当初は釜山港と日本の神戸港、大阪
港といった主要な港湾間のみの運航であった。しかし 90 年に広島港にコンテナ定期航路
を開設したことを皮切りに、釜山港と日本の地方港を結ぶ航路整備、さらに釜山港と中国
および東南アジアの航路整備を着々と進めてきた。 
同社は現在、日本の東京、名古屋、大阪といった主要港湾だけではなく、北海道の苫小
牧港から九州の薩摩川内港まで、地方港を含めて計 39 港湾と結ぶコンテナ定期航路を構
築している。中国においては大連、青島、連雲港、上海、香港など約 30 の主要港湾を寄
港地としている。同社の日本と中国の各港湾間の貨物は釜山港を経由するトランシップ貨
物がメインであるが、日本海側の地方港からは中国の各港湾までの直行便も増えている。
東南アジアではベトナム、タイ、インドネシア、シンガポール、マレーシア、フィリピン
など約 30 港湾とサービスを展開している。近年はカンボジア、ミャンマーなど高い成長
率が見込まれる地域に力を入れており、東南アジア航路網の拡大に取り組んでいる。 
興亜海運はさらに、日本の地方港とアジアの各港湾を結ぶ日韓中航路網の整備を積極的
に行っている。例えば、同社は北海道の石狩港と苫小牧港から釜山港を経由して中国の青
島、連雲港まで繋がる航路を開設して、高麗海運との共同運航で週 1 便のコンテナ定期サ
ービスを提供している。また日本海エリアでも、新潟港と秋田港から同じサービスを提供
しており、日本の地方港とアジアの諸港湾を結ぶ航路の開設を重要事業として展開してい
る（表 5）。 
表5 興亜海運の日本航路 
地域 航路 船積載能力（TEU） 便/週 
【日－韓－中 航路】 
北海道エリア 
連雲港—青島—釜山—釜山新港—石
狩—苫小牧—光陽 1,100 1/週 
天津—釜山—釜山新港—石狩—苫小
牧—光陽 1,100 1/週 
日本海エリア 青島—大連—釜山—釜山新港—新潟—
秋田—釜山 1,100 1/週 
【日－韓 航路】 
日本海エリア 釜山—釜山新港—富山—新潟—秋田—
釜山 650 1/週 
京浜、東海エリア 釜山—東京—横浜—名古屋—豊橋—釜
山 700 1/週 
阪神エリア 蔚山—釜山—大阪—神戸—蔚山 700 1/週 
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四国・瀬戸内エリア 
釜山—釜山新港—志布志—徳島—福
山—高松—高知—徳山—釜山 550 1/週 
釜山—今治—松山—水島—伊予三島—
釜山—広島—福山—水島—釜山 420 2/週 
九州エリア 
釜山—博多—門司—広島—釜山—門司—
博多—岩国—釜山 200 2/週 
釜山新港—釜山—門司—博多—釜山新
港—釜山—門司—伊予三島—博多 200 2/週 
釜山—薩摩川内—八代—三池—釜山—
三池—薩摩川内—釜山 320 2/週 
（出所）釜山港湾公社の社内資料をもとに筆者ら作成。 
 
【日韓間のフェリーサービス】 
釜山港は定期コンテナ便以外に、RORO 船・フェリー定期航路も数多く開通している。
釜山港を起終点とする日本航路は、日本の関釜フェリーと韓国の釜山フェリーが共同運航
する釜山—下関航路、日韓合弁会社のカメリアラインが運航する釜山—博多航路、韓国のパ
ンスターラインが運航する釜山—大阪航路、釜山—敦賀・金沢航路、釜山—東京航路の 5 航
路がある。釜山港と日本の諸港湾間の RORO 船・フェリー定期航路は、定時性と迅速性、
多頻度、トータル物流コストの削減などのメリットをもたらすため、荷主から支持されて
いる。 
関釜フェリーと釜山フェリーは、釜山と下関を毎日運航し、輸送時間は 12 時間未満であ
る。釜山入港は朝 8 時、出港は 21 時となっている。日本郵船と高麗海運の合弁会社である
カメリアラインは、コンテナ船を利用したフィーダー・サービス以外に、RORO 船・フェ
リーサービスも手掛けている。同社は、釜山—博多間に 220TEU 積みのフェリーを 1 隻投入
して毎日 1 往復運航している。約 200km の距離を片道 6 時間で運航している（福山, 2016）。 
ヤードカットが出港直前に設定されることもフェリーサービスの 1 つの大きい魅力であ
る。コンテナ船の場合は、船舶が出港する 24 時間前に貨物を港のコンテナヤードに搬入
する必要があるが、関釜フェリーの場合は、通関手続きが完了した状態で出港する 30 分
前まで貨物の搬入が可能である8。 
また、RORO 式のフェリー船は、コンテナ船と比べて貨物に対する荷役時の衝撃が少な
い。そのため、フェリーを利用して輸送する貨物は、コンテナ船利用時の頑丈な梱包では
なく、国内陸運時と同等の簡易梱包での船積みが可能であり、梱包費用の削減に繋がる。
さらに、長尺物や幅広貨物など多種多様な形態の貨物でもシャーシによる輸送が可能であ
る。 
日本は地震や台風など自然災害が多発するため、リスクマネジメントの一環として倉庫
を釜山新港の背後物流団地に設置する日本企業が増加している。これらの企業は、釜山の
倉庫に保管する部品や原材料を日本の工場に供給する場合、迅速性と定時性、そして多頻
度輸送が可能なことから、フェリーサービスの利用に利点を見出している。 
 
  
                                                        
8 韓国日本通運への聞き取り調査（2016 年 5 月 16 日）より。 
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4. 多様なロジスティクス・サービスの開発 
 
4.1 FTZ 活用のビジネスモデル 
先述したように、釜山新港背後物流団地では既に 68 社が設立され、その大半は既に稼
動している。これらの物流企業は釜山港の発達した航路網、低廉なコスト、FTZ の利便性
と優遇政策などを生かして、様々なロジスティクス・サービスを開発し、荷主企業のサプ
ライチェーン改善に寄与するソリューションを提供している。例としては、マルチ・カン
トリ ・ーコンソリデーション（MCC）サービス、バルクカーゴの長期保税蔵置（BWT, Bonded 
Warehouse Term or Bonded Warehouse Transaction）、国際クロスドッキング・サービス、低コ
ストのディストリビューション・センター（DC）サービスなどが挙げられる。さらに、物
流集積が形成しつつある中、便利で低コストの物流サービスを活用する加工業の進出も見
られる。 
 
【MCC サービス：千趣会―日通の事例】 
MCC とは、Multi Country Consolidation の略で、複数の国・地域から調達した商品をいっ
たん特定の倉庫に集約してから配送するというモデルである。日本の大手通信販売業者の
千趣会は、2013 年 8 月に韓国日通と提携してこのモデルを採用し始めた。千趣会は中国、
ベトナム、タイ、インドネシア、インドなどから仕入れる生活雑貨、衣類、家具などの商
品を、釜山新港 FTZ 内にある韓国日通の倉庫に集約する。ここで、検収・仕分けをしてか
ら、日本の出荷センターないし消費者に発送するという流れである。 
千趣会は中国、東南アジア、インドで計 9 ヵ所の生産拠点を持っている。MCC 導入前
は中国の青島、大連、東莞、上海外高橋、太倉に加えて、タイとベトナムにそれぞれ 1 ヵ
所、計 7 ヵ所の海外倉庫を構えていた。これらの拠点で商品の組立・検品・梱包を施した
うえで、日本国内の出荷センターに発送していた（図 6）。この方法では輸送リードタイ
ムが長いうえ、分散保管によりトータル在庫が膨らみ、在庫の一元管理も困難であった。 
図6  MCC導入前の千趣会の調達物流 
 
（出所）韓国日通の提供資料より引用。 
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2013 年 8 月以降、千趣会は各海外拠点を順次、韓国日通の釜山新港の倉庫にシフトして
いき、2014 年 12 月までにすべての移管を完了した（図 7）。釜山に海外在庫を集約するこ
とによって輸送リードタイムは大幅に短縮され、在庫圧縮にも繋がった。海外倉庫から日
本国内の出荷センターまでのリードタイムはかつての 3～24 日間から 1～2 日間となり、
国内在庫の極小化を図ることができるようになった。MCC サービスの利用をはじめ、一
連の物流合理化改革は、千趣会に 8 億円の物流費削減効果をもたらしたという。 
現在、韓国日通の 2 万㎡にのぼる千趣会専用倉庫では、約 2.1 万 SKU の商品を扱ってい
る。釜山仕出しの商品は、千趣会の自己名義で日本に輸出される。大半は名古屋港や敦賀
港で陸揚げして岐阜県の可児にある中部商品センター（出荷センター）に送り、ここから
消費者まで宅配するという流れであるが、一部の急を要する商品は、下関港や神戸港で陸
揚げしてすぐ消費者に宅配される。受注から宅配までのトータル・リードタイムは最短で
4 日間になった。時間を節約するために、釜山の倉庫で日本国内の宅配送り状を発行し、
ダンボールに貼り付ける作業まで行う。そのため、日通の釜山倉庫では、ライバル企業の
佐川急便やヤマト運輸の送り状を印刷して貼り付けるという光景が見受けられる。物流事
業者間の協業によって実現した、越境ダイレクト・デリバリー・サービスである。 
 
図7 MCC導入後の千趣会の調達物流 
 
（出所）韓国日通の提供資料より引用。 
 
【BWT サービス：NPIL、KCTC＆NYK ロジスティクス社の事例】 
釜山の FTZ では、非居住者名義で販売先の決まっていない商品を長期にわたって保税保
管することができる。その商品は販売契約が確定した後、納期規定に基づいて、FTZ から
出荷される。BWT と呼ばれるビジネスモデルである。非居住者名義で保税保管するとい
う条件は珍しいことではなく、むしろ多くの国や地域の保税区で共通することであるが、
釜山の FTZ では幾つか特別なメリットを提供している。例えば、無期限保税蔵置が可能で、
また、先述したように格安の用地賃貸料を設定しているため、保管料は極めて低い。 
こうした利点に着目した団地内の倉庫事業者は、BWT モデルに基づいてアルミインゴ
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ットなどのコモディティ商品を扱っている。その最たる例は、ロンドン金属取引所（LME, 
London Metal Exchange）の指定倉庫事業者が、大量のアルミインゴットを釜山に運び込ん
で保税保管するビジネスである。筆者らは、同団地の複数の入居企業の敷地内および建屋
内で、広々と平積みされているアルミインゴットを目撃した。釜山港は年間約 500 万トン
のインゴットを取り扱っているという。 
釜山新港背後団地の用地賃貸料が極端に低く設定されているため、物流事業者は国際的
に競争力のある長期保管料金水準を提示することが可能である。実際、月間保管料は 1 ト
ン当たり 300 円程度で、東京港の 1/2 程度の水準に留まっているという。それに加えて、
保税保管期間は原則的に 1 年以内と定める港が多いのに対して、釜山港では保管期間に関
して特に制限がない。また、釜山港はアルミインゴットの最大消費地の中国に近いなど、
アルミインゴットを扱っている倉庫事業者に数々の好条件を与えている。 
新港国際物流（NPIL）は、LME の指定倉庫に登録されている団地内企業の 1 つである。
約 3.4 万㎡もある同社の広い敷地の中にある約 1.5 万㎡の保管スペースは、アルミインゴ
ットで覆われており、1 ヵ月当たり数万トンの取扱量を誇っている。 
KCTC＆NYK ロジスティクス社は、LME 指定倉庫には登録されていないが、Pacorini や
メトロ、スタインベックなどの LME 指定倉庫事業者から受託する形でアルミインゴット
を扱っている9。倉荷証券を発行することができないため、商品の売買契約が結ばれた後に、
指定倉庫の指示に基づいて実出荷を行う。同社の 50 億ウォン（約 5 億円）弱の売上高の
うち、アルミインゴットの取り扱いは約半分を占める。年間取扱貨物は 100 万トンに達し
ているという。 
NPIL や KCTC＆NYK ロジスティクス社などが取り扱っているアルミインゴットの多く
は、先物取引の商品である。低廉な物流コストを武器に、先物取引のコモディティの長期
保税保管業務および関連サービスを取り込み、港の取扱規模の拡大との相乗効果を得るこ
とが期待されている。 
 
【国際クロスドッキング・サービス：日産―日通の事例】 
日産自動車が韓国日通と提携して、日韓間シームレス物流を開発した事例は興味深い10。
2012 年 4 月にスタートしたこのモデルによって、韓国にあるサプライヤーから九州にある
完成車工場までの国際一貫輸送を実現し、輸送コスト削減、緩衝在庫の圧縮、部品供給の
リードタイムの短縮など、数々のメリットをもたらした。 
韓国には、日産自動車の九州工場に部品を供給するサプライヤーが 40 社ほどある。以
前は、これらのサプライヤーは別々にコンテナ定期船を利用して日本に部品を発送してい
た（図 8）。この方式では、コンテナが日本に到着した後、デバンニングとトラックへの積
み替えが必要となるため、リードタイムは長かった。 
 
  
                                                        
9 KCTC＆NYK ロジスティクス社は、韓国の物流企業の KCTC（90％出資）と日本郵船（10％出資）の合
弁企業である。筆者らは 2016 年 5 月 16 日に同社を訪問し、聞き取り調査を実施した。 
10 筆者らは、2016 年 5 月 16 日に韓国日通の運営している千趣会専用倉庫と日産専用のクロスドック・セ
ンターを訪問し、聞き取り調査を実施した。 
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図8 韓国のサプライヤーは別々に部品を日産の九州工場に送っていた。 
 
（出所）韓国日通の提供資料より引用。 
 
2012 年 4 月以降、この調達物流は釜山新港の物流団地にある韓国日通の物流センター経
由のクロスドッキング方式に変更された。具体的には、ミルクラン方式（巡回引き取り方
式）で、各サプライヤーから部品を物流センターに毎日集荷する。集荷した部品をセンタ
ーで仕分けした後、釜山―博多/釜山―下関港のフェリーに載せる。博多港・下関港で陸揚
げ後、そのまま日産の北九州工場に運び込み、生産ラインに投入する（図 9）。 
 
図9 ミルクラン+クロスドッキング方式で韓国から部品を調達する日産の九州工場 
 
（出所）韓国日通の提供資料より引用。 
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韓国国内のミルクラン集荷、釜山新港 FTZ 内の物流センターでのクロスドッキング作業、
センターからフェリーまでのドレージ輸送は、一貫して韓国日通が担当する。同社はミル
クランには、1 日当たり 45 台前後のトラックを投入している。 
韓国日通は、集荷した貨物を日産から事前に受信したデータと照合しながら検収し、問
題がなければ、仕分けして、日本向け出荷のトレーラーやコンテナに積み込む。日産の生
産ラインにジャストインタイムで納入できるように、センター内の作業は厳格なスケジュ
ールが組まれており、すべての貨物に工場への納入時間と納入場所を明記するラベルが貼
り付けられる。ここから出荷したトレーラーやコンテナは、積み替えることがなくそのま
ま日産の工場の所定場所まで一貫輸送される。まさにシームレスの国際物流である。 
この業務は 1 日当たり約 70TEU の出荷量がある。8,250 ㎡（2,500 坪）の専用センター
はそれほど大きくないが、貨物の滞留時間は最大でも 24 時間以内と短いため、スペース
は足りているという。 
ダブル・ライセンスのトレーラーとサイド・オープン・コンテナは、このソリューショ
ン実現のための重要な工夫である（図 10 と図 11）。ダブル・ライセンス、即ち、トレーラ
ーに日本と韓国の両方のナンバープレートを取り付けていることによって、クロスドック
から日産の工場まで積み替えなく一貫輸送が可能になる。現在、このようなダブル・ライ
センスのトレーラーは 35 台稼動している。そのほかに、40ft のコンテナも一部使っている。
使用しているコンテナはすべてウィングカーと同じように、両サイドから開けられるサイ
ド・オープン・コンテナで、フォークリフトによる効率的な荷役が可能となっている。 
 
図10 日本と韓国のダブル・ライセンスが付いているトレーラー 
 
 
 
（出所）韓国日通の提供資料より引用。 
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図11 サイド・オープン・コンテナ 
 
 
 
（出所）韓国日通の提供資料より引用。 
 
国際クロスドッキングのシームレス調達物流は、日産に大きなメリットをもたらしてい
る。従来のコンテナ船方式では発注から納品までおよそ 1 ヵ月もかかっていたリードタイ
ムを、新方式により約 1 週間に短縮することに成功した。日本国内の積み替えや順立てと
いった作業は不要となり、大きなコスト削減効果が得られている。また、コンテナ船と比
べて、フェリーの本船荷役による衝撃がかなり軽減でき、国内輸送と同様な梱包だけで対
応できる。包装資材の節約にも繋がる。 
 
【低コスト DC サービス：HCL－BS の事例と MSD の事例】 
ここまで述べた諸サービス類型は、アウトバウンドの物流サービスが殆どであるが、釜
山新港では、FTZ ベースのインバウンド物流サービスも数多く見受けられる。例えば、韓
国国内市場で流通する商品を FTZ 内で保税保管しておき、受注した分だけ通関手続きを済
ませて販売先に配送するというビジネスがある。このようなビジネスでは、釜山新港 FTZ
内の低廉な保管コストに加えて、分割通関・分割関税納付によって運転資金を大幅に節約
できる。従って、韓国国内市場で流通・消費される商品でも、FTZ 内で取り扱うメリット
が十分にある。 
現代コスコ・ロジスティクス（以下、HCL）の手掛けているブリヂストン（以下、BS）
のタイヤ配送事業は典型的な例である11。BS の韓国市場における DC および配送業務を一
手に受託している HCL 社は、年間 70～80 万本のアフター市場用のタイヤを扱っており、
韓国全土 190 社ほどのディーラーに配送している。釜山新港 FTZ 内のブリヂストン専用の
                                                        
11 筆者らは 2016 年 5 月 17 日に HCL 社を訪問し、聞き取り調査を実施した。同社は韓国の現代ロジステ
ィクス社と中国のコスコ・ロジスティクスの共同出資により釜山新港の FTZ で設立された合弁企業で
ある。 
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DC は約 1 万㎡の保管スペースで、常時 10 万本ほどのタイヤを保管している。 
ディーラーへの配送業務は、親会社・現代ロジスティクスの輸送ネットワークを活用し
て行う。現代ロジスティクスは現代商船のグループ企業で、韓国有数の物流企業として数
多くの拠点を擁し、韓国全土を網羅するネットワークを構築しているため、高水準の配送
サービスを提供できるという。BS の約 40 の主要な供給先には、月間 5～6 回と高い頻度
で配送を行っている。BS の DC 業務からの収益は、HCL の売上高全体の 6 割強を占めて
いるという。 
日韓合弁の MS Distripark 社（以下、MSD）は、PPP（Pusan Platform Project）と称するプ
ロジェクトを展開している12。同社のマネジャーLim 氏の説明によると、PPP の基本的な
コンセプトは、”Local to World” & “World to Local”である。即ち、釜山ハブ港と釜山新港
FTZ を活用して、ローカルの小口貨物を集約し世界の消費地に送り、韓国や日本などの地
方を世界に繋げるということである。これは、インバウンドの DC 業務とアウトバウンド
の DC 業務の両方を含む。 
北米からの輸入食品を扱っている日本の食品商社 A 社は、もともと横浜港で商品を陸揚
げし、横浜港にある DC で検品・一時保管してから、本州全域に配送していた。この DC
業務を釜山新港 FTZ 内の MSD 社の倉庫に移管したことによって、15％のコスト削減効果
が得られたという。別の食品商社 B 社は、日本から韓国へ食品を輸出し、韓国全土の 15
箇所に配送を行う。以前は日本の各仕入先から横浜港の物流センターにいったん集荷して
から韓国 DC（FTZ 内ではない）に入庫し、ここから配送を行っていた。この流れは MSD
の提案によって大きく変更された。まず韓国 DC 機能は釜山新港 FTZ に移管され、そして
横浜港のセンター機能も大幅に縮小した。代わりに、日本各地の仕入先の最寄りの地方港
から直接釜山港仕向けに発送し、FTZ 内の MSD 倉庫で検品保管して配送を行う流れに変
わった。この改革によって、日本国内の保管料と輸送コストが削減され、韓国での関税分
割納付による効果も生まれた。加えて、納期短縮によって顧客サービスの向上にも大きく
寄与しているという。 
MSD は常温の加工食品以外に、冷凍冷蔵食品、危険品など多種多様な貨物を取り扱って
おり、順調に業容を拡大している。同社は FTZ 内に MSD1 と MSD2 の 2 箇所の倉庫を設
立した。MSD1 は 1,330 ㎡の危険品専用倉庫を含めて 2.3 万㎡の保管面積、MSD2 は 1.6 万
㎡の冷凍冷蔵倉庫を含めて 3.4 万㎡の保管面積を持つ。最新鋭の保管設備を装備し、商品
の特性や適温帯に応じて保管サービスを提供できるという。 
 
【内包される加工業：ナイスの事例】 
釜山の便利な物流サービスに着目して、釜山新港 FTZ に入居を決めた加工業も現れてい
る。ナイス（NICE）は 1 つの好例である。同社は日本最大手の住宅資材商社で、2014 年 6
月に韓国の釜山新港に加工・物流センターを開設した。東南アジアや北米、オーストラリ
アなどから輸入した木材を釜山新港に集約し、加工を施してから、日本をはじめアジア各
                                                        
12 筆者らは 2016 年 5 月 17 日に MS Distripark 社を訪問し、聞き取り調査を実施した。同社は 2007 年 12
月に韓国のモラックス・ラインが 90%、 日本のセイノーロジックスが 10%出資して釜山新港の FTZ
内で設立された合弁企業である。 
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地に出荷する体制を構築している13。一部の部材は、日本からも釜山新港に運び込み保管
する。そして、注文に合わせて、センター内で加工して速やかに出荷する。低コストに加
えて、充実した輸送網があることにより、このビジネスの優位性が保持できる。 
 
4.2 船舶用品流通業者の集積：釜山国際船用品センター 
釜山港がアジアのハブ港湾として成長するにつれ、釜山港に入港する船舶数が増加し、
船用品需要も拡大してきた。2014年の釜山港船用品の売上高は3兆1,214億ウォンに達し、
2013 年度比で 5.8％増加した。2015 年に韓国の 1,608 社の船用品供給業者のうち、1,085 社
が釜山に集まっている14。ただし、船用品供給業者は中小零細規模の業者が圧倒的に多く、
規模の経済効果の発揮が困難である。また、港湾の近くに拠点を設ける船用品供給業者が
あるものの、相当数の業者は港湾から離れた内陸地域に散在しており、船会社の需要に応
じた迅速な供給が困難であった。規模が小さく規模の経済性を発揮できないことと、内陸
に分散しているため輸送コストが高くなることによって、釜山の船用品の販売単価の引き
下げが困難となり、国際競争力が弱い（朴ほか, 2007）。 
そこで、釜山港の船用品市場の集約化を実現することで共同物流システムを構築し、船
用品の価格競争力を強化し、さらに高付加価値港湾の育成を図るために、釜山港湾公社は
2010 年から北港の近くに国際船用品流通センターの建設に踏み切り、船用品供給業者の集
約とさらなる集積を推進してきた。 
国際船用品流通センターは 2012 年に運営を開始し、5 階建ての建物で、敷地面積は 3 万
3,455 ㎡、投資総額が 280 億ウォン（約 28 億円）であった。国際船用品流通センター内に
は倉庫（冷凍、冷蔵、重量物、一般貨物）、事務所、銀行、食堂などが設置されている。1
階には冷凍・冷蔵倉庫、一般倉庫は 2 階と 3 階、各船用品供給業者の事務所は 2 階から 5
階を利用している。 
運営開始後に、公社はセンターの入居率を高めるために、賃貸料の引き下げを行った。
最初は投資費用の回収を考慮して賃貸料を設定したが、入居するのは中小零細企業である
ため、高い賃貸料の納付が難しい企業もあり、入居率が低迷していた。それを受けて、賃
貸料を 2 回にわたり引き下げ、当初の 51％となった。国際船用品流通センターには 56 社
（2016 年 5 月現在）が入居しており、入居率は 94％以上に達している（表 6）。 
表6 国際船用品流通センターの利用状況（2016年5月現在） 
区分 供給面積（㎡） 使用面積（㎡）
契約率（供給面積に占め
る契約面積の比率）％ 
共同物流倉庫 6,182 ― ― 
倉庫 
（冷凍、冷蔵、一般） 
14,216 13,740 97 
事務所 10,373 9,432 91 
計 24,589 23,171 94 
（出所）国際船用品流通センターの資料より引用。 
                                                        
13 ナイスのホームページ、『日本経済新聞』[2015 年 2 月 13 日]「住宅資材のナイス、釜山の物流拠点増
設、9 億円投資、日本の地方港と直結」より引用。 
14 釜山港湾公社の提供資料より。 
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国際船用品流通センターに入居している船用品企業は、広報宣伝の目的で、センターの
1 階のロビーに船用品常設展示場を設置している。展示場は入居企業のうち 28 社が 1 億
2,000 万ウォン（約 1,200 万円）を投資して共同で設置し、会社ごとのブースを設けた。総
展示面積は 485 ㎡である。2015 年 8 月に運営を開始し、釜山国際船用品流通事業協同組合
が運営を担当している。ブースに原動機、アンカー、安全製品、船舶機材、日用品、水（食
品は基本的に扱っていない）など各社で扱っている船用品を展示している。通常は各ブー
スにスタッフは常駐せず、それぞれのブースの前に担当者の名刺が置いてある。展示場に
来訪した顧客は、問い合わせなどがあれば、直接、各企業の担当者に連絡する形をとって
いる（図 12）。 
 
図12 船用品常設展示場 
 
（出所）筆者ら撮影。 
 
これ以外に、船用品市場の活性化を図るために、釜山港湾公社は広報窓口の役割を担っ
ている。釜山港湾公社は、自社のホームページに韓国の国産船用品企業の商品紹介などを
掲載し、優秀な船用品企業の宣伝およびネットワーク強化の支援を行っている。筆者ら調
査時に、釜山港湾公社の主催で、海洋水産部、釜山市と協力して第 1 回釜山港船用品博覧
会を 2016 年の下半期に開催する計画を進めているという。また 2016 年 11 月には、世界
船用品市場のトレンドを把握して国際競争力を上げるために、ISSA（国際船用品供給業者
協会）に加入する予定である。 
釜山港湾公社は、船用品供給業者は中小零細企業が多いため、商品の価格競争力を強め
るためには物流コストの削減が必要不可欠であり、共同物流がポイントとなると認識して
いる。共同物流の実現には、共同仕入れ、共同展示、共同輸送を目的とする卸売企業の設
立が喫緊の課題となるため、卸売企業が設立できるようにサポートする計画を立てている。 
以上のように釜山港湾公社は、分散していた零細な船用品供給企業を国際船用品流通セ
ンターに集約することで、船用品の流通構造の改革、物流費用の削減、業界の大型化と専
門化、さらには船用品ブランドの強化を図っている。 
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現在は国際船用品流通センターを中心として、周辺に多数の中小零細規模の船用品事業
者とともに船用品流通のクラスターが形成されている。このような船用品事業者の多くは
以前から釜山地域で事業を営んできたという。 
 
5. 直面する課題 
 
ここまで、釜山では北東アジアのハブ港である釜山港をベースに、ロジスティクス・ク
ラスターが創成されている実態を記述した。釜山のケースは、国家戦略として政策的にロ
ジスティクス・クラスターを形成した成功事例とされている（Sheffi, 2012）。しかし、課
題は数多く残されている。 
まず、釜山のロジスティクス・クラスターはハブ港となっている釜山港をベースにして
いるが、その釜山港のハブ港湾としての地位がいま脅かされている。とりわけ、近年中国
港湾の急拡大によって釜山港の世界港湾ランキングにおける順位が低下しつつあり、東ア
ジアにおけるプレゼンスはやや色褪せ感が否めない。世界ランキング 1 位の上海港、3 位
の深圳、4 位の香港、5 位の寧波港（いずれも 2015 年実績）は既に釜山港湾を上回る規模
に達しており、青島港、天津港、大連港、営口港などの中国北部の主要港湾も取扱能力と
取扱実績をともに伸ばしており、釜山港に肉薄している。これらのライバル港湾も近隣背
後地で釜山 FTZ と類似する物流団地を整備し、物流企業の誘致に取り組んでおり、物流の
集積を目指している。 
中国港湾の膨張に加えて、日本港湾もかつての栄光を取り戻すべく投資を強化し始めて
いる。日本政府は京浜港と阪神港を国際コンテナ戦略港湾と指定し、アジアのハブ港にな
ることを狙い、重点的に整備する政策を進めている。指定されたこれらの港湾に対しては
政府より傾斜的なインフラ投資が行われ、効率的な港湾運営体制の構築が急ピッチで進め
られている。また、これらの戦略港湾と地方港を結ぶフィーダー航路の増設や、内航海運
の効率化も積極的に推進されている。 
日本の国際コンテナ戦略港湾は政府の狙い通りにハブ港になることができるかどうか
については、日本国内でも懐疑的な見方が多いが、釜山港に流れている外貿貨物の一部が、
京浜か阪神に回帰する可能性は十分ありうる。今後、東アジアにおける港湾間競争が激化
する中、トランシップ貨物への依存度の高い釜山港は日中両国の諸港に挟み撃ちされ、取
扱量が低迷しハブ港の地位を失ってしまうという懸念がある。 
第 2 に、トランシップ輸送への高い依存度に起因する課題として、釜山の物流集積と韓
国国内産業とのリンケージの弱さが指摘できる。低く設定された港湾諸料金や 365 日 24
時間オペレーション体制、数々の優遇政策による利便性に加えて、背後物流団地の廉価な
保管サービス、充実した定期航路網などの諸要素は、日本市場を中心に、多くの中継貨物
を釜山に集めることに貢献している。しかし前述したアルミインゴットや千趣会の通販商
品のような貨物は、釜山港で保管と中継輸送を行い、釜山港および背後団地の取扱量の増
加に寄与するものの、韓国のドメスティック産業とのリンケージは希薄で、国内経済への
インパクトは限定的であろう。 
近年、中国主要港湾の大型化が進んでいることにより、釜山港経由の中国発着貨物は伸
び悩む代わりに、日本発着の貨物が釜山港のトランシップ貨物に占める割合は高まってい
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る。現在、同港のトランシップ貨物の約 15％は日本が発着地であるという。同港の背後物
流団地の入居企業 68 社のうち、約 40％に当たる 25 社は、日系企業が資本と業務の両面で
関わっている。日本の多くの地方港は釜山港に結ぶ航路を開通しているため、これらの地
方港に仕出しおよび仕向けの外貿貨物については、京浜港や阪神港よりも多くの基幹航路
の定期船が就航し、コストも低い釜山港でトランシップするのは合理的な選択であろう。
その結果、釜山港と日本の地方港は実質的にハブ＆スポークの構造になっている。 
釜山港湾公社は日本市場の重要性を認識している。実際、同公社は東京事務所を設置し
て常時広報活動を行ったり、年に数回ほど日本で釜山港および背後物流団地の説明会を開
催し日本企業の進出と利用を誘致したりするなど、日本市場へのアピールに極めて積極的
である。日本市場にとってのハブ港の地位をさらに強化し、物流集積を拡大する狙いが明
らかである。こうした状況に対して、日本は自らの国際戦略港湾のハブ港湾化をもって対
抗すべきという意見がある一方で、釜山港をハブとして生かすほうが得策だという考え方
もある。後者の意見は、釜山港のようなハブ港のもたらす経済波及効果への疑念を反映し
ていると思われる。 
実は、トランシップ貨物の依存度が高い港湾は、必ずしも域内経済とのリンケージが薄
く、経済波及効果が弱いとは限らない。例えば、シンガポールや香港の場合、釜山港以上
にトランシップ貨物依存度が高いが、港湾の経済活動と域内経済との繋がりは強い。釜山
とシンガポールや香港との大きな違いは、金融機能の発達と付加価値サービスの集積の有
無である。シンガポールと香港はいずれも国際金融センターであり、発達した金融機能は
ハブ港を中心とするロジスティクス・クラスターの形成をサポートすると同時に、金融と
物流の間に生じるシナジーによって域内経済に大きな波及効果をもたらしている（Sheffi, 
2012）。釜山ではこのような発達した金融機能の集積が欠如しており、従って、金融をメ
ディアにして国内経済に大きなインパクトを与えるまでに至っていないと言わざるを得
ない15。この点については、別稿を用意して検討したい。 
第 3 に、シンガポールや香港と比較して、釜山のロジスティクス・クラスターにもう 1
つ不足しているのが、高付加価値を生成するロジスティクス・サービスの集積である。前
節で記述したように、釜山新港の背後物流団地に入居している企業は、低廉な土地賃貸コ
ストや FTZ の優遇税制、充実した航路網などを活用して、MCC、BWT、国際クロスドッ
キング、DC などのサービスを手掛けている。これらのサービスは主に安い保管コストを
ベースにしており、流通加工などの付加価値サービスを行う企業が少ない。 
もともと韓国政府は、物流企業を誘致し、港湾の取扱貨物を増加させるとともに、多様
なロジスティクス・サービスが団地内に導入され開発されることを期待していた。そのた
めに、新港の背後物流団地の土地賃貸料を極端な低水準に設定し、様々な優遇策を講じた。
韓国政府の一連の優遇措置の恩恵によって、入居企業は低水準の保管料を設定することが
可能になり、このような特殊なコスト構造の利点を生かしながら、価格競争力のある保管
サービスを展開することだけで、利益が確保できる。 
実際、筆者らの訪問した K&N 社は年平均約 20％の粗利益率を上げており、HCL 社や
                                                        
15 釜山ロジスティクス・クラスターを発展させるために、国際金融機能の導入、充実が重要である点に
ついて、韓国政府は理解しており、積極的に取り組んでいると、筆者らのインタビュー（2016 年 5 月
18 日に実施）を受けた韓国海洋大学の李基煥教授は指摘した。 
＜研究ノート＞ 
Journal of Innovation Management No.14 - 106 -
MSD も設立後一貫して黒字経営を維持し続けてきたという。単純な保管業務で高収益を実
現できれば、入居企業には敢えて不確実性の高い付加価値サービスを手掛けるモチベーシ
ョンが高まらない可能性はある。皮肉なことに、高付加価値サービスの育成・促進を狙う
政策は意図せざる結果を招いていることは、まさに政策の逆効果と言えよう。高付加価値
を創造する新しいタイプのロジスティクス・サービスを開発し提供する企業をいかに誘致
し、育成していくかが釜山のロジスティクス・クラスターの直面する最重要な課題の 1 つ
であろう。 
 
6. おわりに 
 
本稿では、釜山港を中心に形成されている物流集積の実態と課題を現地調査の発見に基
づいて記述した。このような発見事実を踏まえて、李（2014, 2016）で提示、検証した 3
つの組み合わせを特徴とするロジスティクス・クラスター形成メカニズムに関する仮説が、
釜山において確認できるかどうか検討して見る。 
昆明・重慶（李, 2014）や九州北部（李, 2016）と比べて、釜山は輸送ノードを中心に物
流集積を形成している点では共通するが、1 つ顕著な特徴も見て取れる。昆明、重慶、福
岡、北九州、鳥栖の事例では、国内の一地域における物流集積が形成されているのに対し
て、釜山はハブ港湾を中核ノードとする国際的なロジスティクス・クラスターである。こ
の意味においては、釜山はシンガポール、香港、ドバイとより多くの類似点が存在する。
これまでのロジスティクス・クラスターの形成メカニズム研究の諸事例と異なる特徴を有
する本事例は、追試（ replication）ケースとして導出理論の分析的一般化（analytic 
generalization）に大いに寄与するものと考えられる（Yin, 1994）。 
貿易依存度が高く、電機や自動車、造船など様々な分野で厚い産業集積を擁する韓国経
済には、膨大な国際物流需要が存在することに疑念の余地はなかろう。釜山港は韓国最大
の港湾として、韓国経済を支える重要な輸送ノードである。実際、韓国のコンテナ取扱量
の約 76％を占める 1,946 万 TEU（2015 年実績）は、釜山港で取り扱われている。韓国の
外貿コンテナだけではない。既に繰り返し指摘したように、釜山港は日本や中国を発着地
とするトランシップ貨物も大量に扱っており、国境を越えて広域的な物流需要を取り込む
ことに成功し、北東アジアのハブ港としての地位を確立してきた。 
膨大な国際物流需要を取り込むには、地理的位置など自然条件の利点を発揮できるよう
に、大規模なインフラ整備と大胆な制度整備が必要である。2 で記述した通り、釜山新港
および背後物流団地の整備は韓国の国家プロジェクトとして、強力に進められてきた。現
在、釜山港は世界トップのキャパシティを有するコンテナ港となっている。さらに、新港
の拡張や北港の再開発など野心的な整備計画を推進している。こうしたインフラ整備に合
わせて FTZ をはじめ、釜山では一連の制度・政策を導入し、物流企業にとって効率的で利
便性の高いビジネス環境の形成に努めてきた。これらの制度は、クラスターに進出してい
る物流企業のコスト構造上の優位性獲得に大いに寄与しているものと思われる。 
また、3 で記述したように、釜山港は北東アジアのハブ港として、太平洋航路や欧州航
路などの世界基幹航路およびアジア域内航路の中核港湾の 1 つとなっており、上海以北の
アジア諸港の中で、最多の航路数とコンテナ取扱量を誇っている。充実したコンテナ定期
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航路網に加えて、中国と日本に連結する数多くのフェリー航路も開設して、荷主の多様な
輸送需要に対応している。 
即ち、釜山港は韓国国内のみならず、日本や中国北部などを含む広域の国際物流需要を
取り込むべく、野心的なインフラ整備と大胆な制度整備を進め、そして積極的な航路の開
設を誘致することに成功した。こうした一連の取り組みの結果、この地域ではロジスティ
クス・クラスターの物的基盤、制度的基盤、ビジネス基盤が形成されていると言える。 
広域的に膨大な国際物流需要を取り込んでいる釜山港では、航路網および物流施設を利
用しているユーザーの多様化が進展していることは言うまでもない。例えば、釜山―博多
を運行しているフェリーサービスのカメリアンを利用している荷主には、日産自動車など
のコア・ユーザーがある一方で、食品や雑貨など数多くの中小零細ユーザーも含まれてい
る。大口貨物と雑多な小口貨物の組み合わせで構成される荷主ベースは、サービスの安定
的な運営に好条件を与える。李（2014）で指摘されたコア・ユーザーと中小零細ユーザー
の組み合わせ効果の実証例と言えよう。 
李（2014）で提示したロジスティクス・クラスターの生成メカニズムにおける 3 つ目の
組み合わせ、即ちロジスティクス・サービスの多様性と互換性の組み合わせも、本稿の取
り上げた事例（第 3～5 節を参照）に顕著に見られる。多様な航路サービスに加えて、FTZ
内で MCC サービス、BWT サービス、国際クロスドッキング・サービス、DC サービスな
どが行われており、サービスの多様性と互換性が確認できる。北港の背後地にある国際船
用品流通センターおよびその周辺にひしめく事業者のサービスについても同様である。こ
うしたサービスの多様性と互換性は、クラスターの柔軟性と健全な発展を促す。 
一方、企業間の多様で有機的な結び付きと、そのダイナミックな協業関係からイノベー
ションが絶えず生成してくることも、産業クラスターの形成と発展にとって重要である
（李, 2016）。この点については、釜山のロジスティクス・クラスターでは一部しか観察で
きていない。韓国日通がカメリアンや韓国現地のトラック運送事業者などと協力しながら
日産自動車向けのシームレス越境物流サービスを開発・運営しているが、こうした協業に
よるイノベーションの例はまだ多くない。 
シームレス越境物流サービス以外に、MCC、BWT、DC などのサービスもあるが、これ
らのいずれも、低い保管コストと豊富な航路網を生かして、複数の事業者の協業下で導入
された物流サービスではあるものの、釜山特有のビジネスモデルのイノベーションとは言
い難い。前節で指摘したように、流通加工や情報処理など高付加価値をもたらすサービス
の開発、導入は、釜山のロジスティクス・クラスターの発展を阻害する大きな課題の 1 つ
である。 
もっとも、改善の兆しは徐々に現れてきている。第 4 節で取り上げたナイスの事例で示
されるように、ロジスティクス・クラスターから提供される各種物流サービス利用のメリ
ットに着目して、加工販売事業者の進出が増えている。今後、このような進出が増えれば、
ロジスティクス・クラスターの中に、加工業などの産業クラスターが形成され、ロジステ
ィクス・クラスターとの有機的な結び付きと相互依存・相互強化の関係を持ちながら、重
層的なクラスターができてくるものと期待される。 
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